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さらに組織レベルの研究では，組織購買行動 ( ( Organizai tional Buying 
Behavior；以下ではOB Bと呼ぶ。）に焦点を当てた潮流がみられる。（ I) OBB 
は，公式組織が購入される製品・サービスの要求を確定し，代替的銘柄と供給
先を確認・評価・選択する意思決定過程としてとらえられる。（2）発展後期にお
けるその本格的展開は， OB Bの特定側面に関する研究と包括的モデルに関す
る研究に大別されるが，その基盤は，いまみた家族意思決定の分野と同様に，
1960年代に既に確立されていたといわれる。（ 3）そこで，まずその基盤とみられ
る特定側面に関する業績をみることとする。
それは，少なくとも 2つあるであろう。 1つはWe b s t e rの組織購買行
動モデルであり，（ 4) もう lつはRo b i n s o n = F a r i s =W i n dのB
UYGRI Dモデルである。（ 5）前者から取り上げると， We b s t e rは，組
織購買過程において相互に作用する要因を確かめたうえで，その購買メカニズ
ムの作用に関するモデルを次のような 4つの要素あるいは段階からとらえてい
る。（ 6) 
(1）ここで組織は， 産業財の消費を決定する消費単位あるいは意思決定単位としてとらえられ
ているため，一種の消費者あるいは組織的消費者とみなされる。
(2) Webster F.E. and Y.Wind.Organizational Buying Behavior.1972.p.2. 
(3) Sheth J. N. , D. M. Gardner, and D. E.Garrett.Marketing Theory:Evolution and 
Evaluation.1988.p.120 .（流通科学研究会訳『マーケテイング理論への挑戦』東洋経済新報
杜， 1991,140ペー ジ）
(4) Webster F.E.，“Modeling the Industrial Buying Process，”Journal of Marketing 
Research,2( November .1965) ,pp.370-376. 
(5) Robinson P. J., C. W. Faris, and Y. W. Wind, Industrial Buying and Creative 
Marketing.1967. 
(6) Webster,1965,op.cit. ,pp.371-375.このモデルは， Cyert等の「プログラム段階」におけ
る問題解決過程に依拠したものと推定される。プログラム段階は次のような意思決定過程の
3つの側面をさす。①意思決定の様々な段階における組織内部の定型化し，反復する共通の
過程，②組織内部の情報フローを表わすコミュニケーション過程，③購買問題の解決に適用
可能な代替案の選定を扱う問題解決過程。 CyertM. , H. A. Simon, and D. B. Trow, 
“Observation of a Business Decision，” Journal of Business, 29, (October 1956), 
pp.237-248. 
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1.問題の認識；この問題は，期待される目標の達成という点から，既存製品
が不満足である際に認識される。この不満足は，買手（ユーザー）と売手の
いずれかから生れる。問題の認識と要求の確定は同義語と解されている。そ
れらの存在は共に購買状況をもたらし，意思決定過程の先行条件となるから
である。買手の受容水準は 主として個人的，組織的，環境的要因によって
調整される。
2.購買責任の組織上の割当て；購買決定は内外の集団（エンジニア，購買部
員，コンサルタント等）によって行なわれるが，その決定基準は組織の明示
された目的と責任におかれる。また購買の責任と権限は，製品の信頼性や能
力のような製品変数を構成する技術ノウハウと，デイラー網や評判のような
市場変数を構成する市場知識によって割当てられる。製品変数と市場変数の
受容水準に関わる集団関で妥協が成立しない場合に，意思決定のコンフリク
トが発生する。
3.探索過程；この過程では，売手を評価するための基準とその提供物の代替
案が確認され，とりわけコストと時間のトレードオフが重視される。代替案
の数を決める際には，買手は予算制約を受けながら彼等の判断力を活用する。
ここで仮説として，予算に制約がない場合でも，時間が追加情報の収集を制
限するという点が提示されている。
4.選択過程；当該企業の目的，方針および手続きから，探索過程で識別され
た代替案が選択される。
このWe b s t e rモデルについてこれまで幾つかの批判がなされてきたが，
このモデルがその後の研究で購買段階への関心を高め， OB B研究を促すため
の叩き台を提供した点でその貢献は大きい。（7) 
(7）例えば，第 l段階では要求の確定に影響を及ぼす諸要因が説明されていないし，第 2段階
でも，コンフリクトの本質やそれに作用する要因が与えられていない等の批判がある。その
詳細については次を参照 Shaikh M.A., and B. J. Hansotia，“Historical and New 
Perspectives on Industrial Buying Behavior，” Research in Consumer Behavior. 
vol.1.1985.pp.237-242. 
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この研究の 2年後に提示されたのが Robinson=Faris=Wi 
n dの8段階モデルである。これは 前述のようにBUYGRI Dモデルとも
呼ばれ，組織が逢着する購買状況についての記述的研究から提示されたもので
ある。このモデルの特徴は 第 1表に示されるように OB Bを購買段階と購
買状況との組合せ すなわちグリッドからとらえる点にある。ここで購買状況
は，新規課題状況，限定再購買状況，完全再購買状況の3つに分けられる。新
規購買状況とは，組織が以前に購入した経験をもたず，多量の各種情報を求め，
比較的多くの代替案を考慮する状況である。限定再購買状況は，既存の製品に
対して取替え需要がある場合に発生するため この状況は組織にとって全く新
しいものではなく，組織は若干の新しい情報や代替案を考慮する。また完全再
購買状況では，組織は多量の購買経験を積んでいるため，前回の供給先からた
だ再注文をとるだけで 新しい代替案は一切考慮されない。こうした購買状況
の形式は，購買状況形態（buyclasses）と呼ばれている。一方，購買過程は，
先のWe b s t e rの4段階モデルを拡張して 次の8段階に区分されている。
1.問題（要求）の予測ないし認識
2.要求される明細の特徴と数量の決定
3. / / の記述
4.潜在的供給先の探索とその制限
5.提案の取得と分析
6 提案の評価と供給先の選定
7.発注手続の選択
8.性能のフィードパックと評価
ここで各段階の存在と持続時間は先の購買状況形態に依存する。例えば，購
買が新規の課題にあたる状況では これらのすべての段階が存在し最終段階ま
で長時間を要する。これに対し，完全再購買の状況では，組織は各段階を迅速
に通過したり，時には幾つかの段階を飛び越すこともあると考えられている。
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第l表 BUYGRI Dモデル
新規課題 限定再購買 完全再購買
1.問題の予測
2.明細の特徴と数量の決定
3. ’〉 の記述
4.潜在的供給先の探索と制限
5.提案の取得と分析
6.提案の評価と供給先の選定
7.発注手続の選択
8.性能の評価とフィードパック
BUYGRI Dモデルについて，購買現場の観察のみに基づき，理論的基盤
をもたない等の批判がある。しかしこのモデルは，以下にみるように，その後
の研究に大きな影響を残している。ここではそのような潮流を購買状況に関す
る研究と購買過程に関する研究に分けて展望することとする。
まず購買状況については， Ro b i n s o n等の購買状況形態が多様な解釈
を許すため，他の研究者によって幾つかの状況形態論が提示されてきた。例え
ば， Lehmann=O’S h a u g h n e s s yは，産業財の分類に基づき
4つの購買状況を提示し，それぞれの状況で重視される属性を実証研究で明ら
かにしようとしている。（8）ここで産業財は その購入に伴う問題の性格によっ
て，定型的注文財（使用方法や性能で問題のない，頻繁に注文され，使用され
る製品），操作的問題財（性能では信頼されているが使用方法で問題のある
製品），性能的問題財（予定された用途で技術的な性能に問題が残る製品），お
よび政治的問題財（採用の際に関係者間で合意をえにくい製品）に区別されて
(8) Lehmann D.R. and J. 0’Shaughnessy，“Difference in Attribute Importance for 
Different Industrial Products，”Journal of Marketing, 38(April 1974),pp.36-42. 
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いる。この実証研究では，回答者として業界を代表する主要企業45社（その内
訳は米国19社，英国26社）の購買部員が選ばれ，彼等は各産業財の供給先を選
択する際に重視寸る属性をSD尺度で評定するように求められた。その結果，
a.定型的注文財の供給先を選ぶ場合，買い手は供給先の信頼性と価格を最も
重視する， b.操作的問題財を選ぶ場合，買い手はその製品の使用方法を習得
するという問題の最小化に関わる属性を重視する， c.性能的問題財を選ぶ場
合，買い手は供給先や製品の働きについて判断を容易にするような属性を重視
する，という 3つの仮説が支持されたが， d.政治的問題財を選ぶ場合，買い
手は用途とは無関係に，部内のコンフリクト回避にょいと思われる属性を重視
する，という仮説は部分的にのみ証明された。
Lehman n等と同様に，購買状況形態に製品次元を加えようとした試み
としてMor i arty =Ga 1 p e rをあげることができる。（9）彼等は， L
ehman n等とは異なり，購買戦略の有効性を高めるという観点から，（1）購
買組織における支出とリスクの水準，（2）意思決定単位の規模と構成，（3）意思決
定過程の複雑さと技術的内容の差を反映する製品カテゴリーを強調し，そのよ
うなカテゴリーの例として原材料，部品，資本設備，保守用品・修繕用品・消
耗品（M.R.O.supplies）を提示している。第 1図に示されるように，このよう
な製品カテゴリーをRobinso n等の購買状況形態と組み合わせて産業購
買を類型化しようとするところに彼等の枠組の特徴がある。 Mo r i a r t y 
等はこれを 2元的購買類型体系と呼んでいる。
Robinso n等により購買状況形態が提示されてから，多くの研究者に
よってこのような状況そのものに独特の購買過程が伴うことが指摘されてきた。
例えばPi n g r yは，供給先の選択について，新規課題状況でエンジニアが
大きな影響力をもつのに対し，完全再購買状況では購買部員が支配的になると
いう実証結果を報告している。（川この他に，新規課題状況は完全再購買状況よ
(9) Moriarty R. J. and M. Galper，“Organizational Buying Behavior : A State of 
the Art Review and Conceptualization，” Working Paper, 1978. Report No. 78-
101, Marketing Science Institute. 
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第2表 2元的購買類型体系
新規課題 限定再購買 完全再購買
原 キオ 料
宮店 口口
資 本 号R又凡a イ蒲
イ呆 τ，.＿，＿丁－ 用 口口口 等
Moriarty and Galper.,op.cit.p.9. 
りも長い探索時間を要する，購買過程で相互作用する組織分野（部門）と成員
の数は完全再購買状況よりも新規課題状況のほうが多い，完全再購買状況では
購買部員が供給先と接触するのに対し，新規課題状況では製品の使用者やエン
ジニアが最初の接触を図る等との見方が示されてきた。（II)
こうした多様な見方を検証しようとしたのが， Do y l e =W o o d s i d 
e=Michel lである。(12）彼等は，異なる産業財メーカーから14人のマー
ケティング・マネジャーを選び，その主要な取扱製品と顧客の購入頻度から彼
等の所属する企業を 3つの購買状況に関係づけたうえで 各マネジャーとの個
人面接を通じて，購買に必要な期間 購買センターの人数等の過程変数につい
て回答を求めた。その主要な結果は，次の通りである。
a.購買に要する期間の長さは，新規課題・限定再購買状況にある企業で7か
月から 5年，完全再購買状況にある企業で 1週間から 7か月であった。
(10) Pingry J. R.，“The Engineer and Purchasing Agent Compared，＇’ Journal 
of Purchasing, lO(November 1976),pp.33-45. 
(11) Doyle P.,A.Woodside,and P.Mitchell，“Organizatios Buying in New Task and 
Modified Re buy Situations，”Industrial Marketing Management, 8,1979.p.7. 
(12) ibid.,pp.7-11. 
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b.購買センタ－ (buying center）の人数は｛叫，新規課題・限定再購買状況
にある企業で3-6人，完全再購買状況にある企業で2-3人であった。
c.供給先との接触窓口は 新規課題・限定再購買状況にある企業では購買部
員，工場マネジャー，プロジェクト・マネジャー，エンジニアと多岐にわた
るのに対し，完全再購買状況にある企業では購買部員のみであった。
d.購買要求の提示者は，新規課題・限定再購買状況にある企業では購入企業
のマーケティング・マネジャー，他の製品の供給先，エンジニアであり，完
全再購買状況にある企業では購買部員と使用者であった。
e.買い手の交渉項目は，多くの場合 新規課題・限定再購買状況にある企業
では価格，製品の性能，配送，保証であり，完全再購買状況にある企業では
配送，価格，支払条件であった。
f.購買センターの構成員は 3つの購買状況のそれぞれの意思決定段階で変
動したが，完全再購買状況においては購買部員がほとんどの意思決定段階に
関与していた。
g.他の供給先と接触する顧客の理由として，新規課題・限定購買状況では，
現在の供給先の無能力，供給先への不満，供給先の変更希望，完全再購買状
況では，在庫の減少と現在の供給先への不満がそれぞれ挙げられた。
h.購買後の評価は，いずれの購買状況でも多くは非公式な口答によるもので
あったが，新規課題状況では顧客に評価を求める公式的な制度が散見された。
このような研究について，少数の標本購買状況の操作化における恋意性等
の問題が指摘されるかもしれない。しかしながら，彼等の研究は購買状況に関
する包括的な実証研究の先駆けになったものとして評価されなければならない。
Webster=Win dによれば これまでにみたような意思決定に関す
る研究は「非課業モデル」とは対照的な 「課業モデル」として特徴づけられ
(13）購買センターとは、「購買課業を達成するという目的のために相互作用する成員達からな
る集団」と定義される。 Webster.andWind,1972. op,cit.,p.35. 
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るという。（14) 「課業モデル」とは 価格，コスト等のような購買課業に関連し
た変数を強調するモデルでり，「非課業モデル」とは，最終的な購買決定の重
要な規定因でありながらも，購買課業で解決される特定問題には直接的には関
わらない，購買動機等の変数の集合に基づいてOB Bを説明しようとするモデ
ルを含むものである。 OB Bの研究では，公式組織における購買行動の説明と
して不完全な「課業モデル」を補完するという観点から，彼等のいう「非課業
モデル」の研究が展開されてきた。「非課業モデル」の特徴は， OB Bの説明
に人間的要因，あるいは非経済的要因（非合理的要因とも呼ばれる）を導入す
るところにある。
Webste rは 「非課業モデル」として幾つかのモデルを提示している
が，とりわけ知覚リスク・モデルに関する研究が注目される。（川知覚リスク・
モデルは，第W節でみたように，買い手が代替案を評価する際に伴う不確実性
を強調するもので 最初に， Ba u e rによって消費者行動研究に導入され，
その後， C0 xを通じて精級化されたものである。そして，このモデルをOB 
Bの説明に初めて適用したのは， Le v i t tである。（凶）彼は，購買部員，エ
ンジニア，大学院生等からなる370余名の回答者を幾つかの集団に分け，各集
団に信濃性で異なる提案企業名を付した同一の販売プレゼンテーション・フィ
ルムを視聴させたうえで，彼等から質問票を回収するという形式の実査を試み
た。その結果， a.販売会社の信濃性が販売プレゼンテーションに対する購買
部員等の反応に重要な影響を与え， b.購買決定で知覚されたリスクの量が増
大するにつれて，情報源信憲性の重要性も増加する，という点が明らかにされ
た。
またWe b s t e r =W i n dは， C0 xによって精般化された知覚リスク
(14) Webster and Wind,1972,op,cit.,pp.13-20. 
(15）例えば、自己高揚モデル、自己拡大モデル、 2者関係相互作用モデル、普及過程モデル
等があげられている。Webster,andWind, 1972.op.cit,ppl6-20. 
(16) Levitt T.，℃ommunications and Industrial Selling，” Journal of Marketing, 
3l(April 1967),pp.15-21. 
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概念に基づき，リスク低減戦略を提示している。（げ）まず知覚リスクの構成要
素に関して強調されたのは，（1）不確実性には，購買状況に関連する目標につい
て不確実な場合（目標確定の不確実性）と ある購買行為がそうした目標を満
たす程度について不確実な場合（目標／購買適合の不確実性）とがある，（2）結
果については，製品と売手のパフォーマンスに関わるものと，ある決定に対す
る他者．の反応のような心理社会的なものとがある，（3）結果の重要性は，目標の
重要性と，購買決定に投じられた時間 金銭，努力および心理社会的投資の関
数である，の3点である。ここから 次のようなリスク低減のための戦略群が
提示されている。
a.情報収集・処理戦略：製品と売手の特徴に関する情報収集は，それらにつ
いて期待される結果の範囲を狭めることによって知覚リスクの量を減少する口
そうした情報収集がそのパフォーマンス分布の分散を小さくするからである。
また心理社会的リスクを評価し低減するための情報収集もある。例えば，組
織内での控え目な照会は意思決定に影響する他の成員の期待を明らかにする
ので，それは不確実性を低減する。
b. 目標縮小戦略：目標水準は知覚リスクの規定因であるため，その縮小はリ
スクを低減する。そのような例として，厳しい製品仕様や選択基準の緩和が
挙げられる。
c. ロイヤルテイ戦略：特定の銘柄 製品 売手への忠実性を守るロイヤルテイ
は，目標を受容水準に維持するリスク低減戦略となる。このようなロイヤル
ティは，受容可能な結果によって与えられる高い確実性と，代替案の探索に
要する時間・金銭量の節約にによって知覚リスクを低減する。
d.投資削減戦略：組織の購買者は，探索に要する時間・努力の量，金銭的投
資，購買状況へのコミットメントのいずれかを削減して知覚リスクを低減す
る。低価格基準による購入やリースによる調達がその例である。
(17) Webster and Wind, 1972. op. cit., pp. 100-103. 
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Webster=Win dは，知覚リスクの概念がOB B研究にも適用可能
であることを示し，組織購買におけるリスクの種類と量によって異なるリスク
低減戦略を提示しうることを明らかにした。しかし，それは自らの実証研究に
よって，知覚リスクとその低減戦略との関連の検証を目指したものではなかっ
た。
知覚リスクモデルから仮説を導出し，それを経験的に検証しようとしたの
は， Sweeney=Mathews=Wi lso nである。（凶彼等によって
検証され支持された仮説は次の 2つである。
仮説1：産業購買者のリスク低減戦略は，行動パターンで記述される。
仮説2：産業購買者のリスク低減行動は，認知的明瞭性（Cognitive clarity) 
と認知スタイルという 2つのパーソナリティ特徴に関係づけられる。
仮説1は， Cunninguha mの知覚リスク概念とその構成要素から説
明される。（凶）彼によれば，リスクは不確実性と結果あるいは危険量の関数とさ
れるため，産業購買者は状況を巡る不確実性を低下させるか，あるいはその負
の結果の可能性を最小化することによって知覚リスクを低減できる。言い換え
れば，この2要素がリスクの次元を正確に表わしているならば，リスクの低減
を目指すいかなる戦略もこの2要素のいづれか（あるいは両方）の大きさを低
下させることになるというのである。この調査では 生産の遅延というリスク
状況のもとで，回答者は10通りのリスク低減戦略案を評価するように求められ
た。（完全回答者は134名，回答欄は「採用しそうーしそうでない」の7点尺度）
この回答を因子分析にかけた結果，第3表に示されるように，不確実性要素の
低下と結果要素の低下について，それぞれ2つのパターン すなわち外部的低
下と内部的低下が共に存在することが証明された。（20)
(18) Sweeney T. W., H. L. Mathews, and D. T. Wilson，“An Analysis of Industrial 
Buyers’Risk Reducing Behavior : Some Personality Correlates，” AMA 
Proceedings.1973.pp.217-221. 
(19) Cunningham S. M.，“The Major Dimensions of Perceived Risk，” Cox D. C.ed 
Risk Taking and Information Handling in Consumer Behavior,1967. pp.82-108. 
(20) Swoeny,Mathews,and Wilson,1973,op.cit.,p.220. 
- 203 ( 587）一
第3表 因子と変数（戦略）との関係についての解釈
因子 主要な戦略 解 手尺 名称
2. D杜の工場訪問を手配する これらの戦略は，産業購買者 外部的不確
I 3. D杜と配送契約を結ぶ方法を調 が購買状況の不確実性を低減 実性の低下べる するため組織外部へ出向くこ
4. D杜トップの言質をとる とを求める
6.決定の前に内部のトップと相談 この因子の高スコアは，購買 内部的結果
I する 者が自社内の処置で負の結果 の低下8.生産計画の見直しについて内部 の重要性を低下させようとし
の製造部員と相談する ていること
1. D杜の経験について他社の購買 これらの戦略は，購買状況で 内部的不確担当者と相談する
I 5.公表された追加情報を探す 知覚された不確実性を低下さ 実性の低下せるもので、組織内部あるい7. D社との契約で制裁条項を協議 は購買部内部で始められるする
9. E杜と価格の見直しについて交 この因子は，価格が主題とな 外部的結果
N 渉する る供給先との交渉を示す。価 の低下10.可能な限り発注をD社と E社に 格の見直しは危険量あるいは
分ける 負の結果のの低下を意味する。
Sweeney.et.al.,op.cit.,p.220. 
仮説2については 組織購買者がその購買決定と購買目標との適合性を維持
するためにリスクを低減する過程から説明される。認知的明瞭性とは，異なる
認知要素が適合し，それらがまとまりのある意味をもっ状態をさし，個人が多
義性や不適合性によって不快感を抱く場合にこうした明瞭性を回復しようと動
機づけられる。（21）認知スタイルとは このような状況にに対して個人が採る特
徴的な対処方法をさし，それは明瞭化人（Clarifiers）と単純化人（Simplifiers)
に大別される。前者は，その状況の解明に努めたり理解を得ょうとして多義性
に対処する人々であり，後者は，その刺激的な情報を回避・拒否したり，それ
がこれ以上問題とならないようにそれを誤認したりして 防衛的に多義性に対
処しようとする人達である。消費者行動研究の分野では Co xがこうした概
(21）この仮説は、次の文献に依拠している。 KelmanH. C. and J.Cohler，“Reactions to 
Persuasive Communication as A Function of Cognitive Needs and Styles，” 
apaper presented at the meetings of the Eastern Psychological Association,1959. 
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念を消費者の製品評価に適用し，「認知的明瞭性に高い要求をもっ消費者の中
で，明瞭化人は（単純化人より）製品評価で彼等を支援すべく提供された新し
い情報を受容する」という仮説を検証しようとしたが，それが支持されなかっ
たという経緯がある。側 Sween e y等の研究では，前述のように， OBB 
におけるリスク低減行動と 2つのパーソナリティ変数間の関係が経験的に支持
された。
次に，購買過程についてみると，ここでも Ro b i n s o n等の提示した段
階説の進展がみられる。例えば， Ozanne=Churchi 11 はイノベー
ション普及モデルに依拠した新製品の採用モデルを提示し，その幾つかの側面
について実証を試みている。（お）このモデルは，先行条件，採用過程および結果
という構成要素からなっている。ここで先行条件は，採用企業と意思決定集団
の各アイデンティティと，意思決定集団の各成員により知覚される状況，結果
は，新製品の継続的使用と中断をそれぞれ含む。この先行条件と結果との聞に
介在するのが意思決定集団の採用過程である。採用過程を構成する各段階の活
動は次の通りである。
1.認知：採用単位（あるいはその成員）は新しいアイデイアに露出される。
2.関心：採用単位はそのイノベーションに関する追加情報を探索する。
3.評価：この潜在的採用者は，コストに照らしてイノベーションの有利性を
比較考量する。その有利性がコストを上回る場合，この過程は続く D
4.試用：この潜在的採用者は，特定状況でその使用をテストするため，イノ
ベーションを小規模で用いる。
5：採用：採用単位はイノベーションの継続的使用を決定する。
彼らは，自動工作機械（この研究におけるイノベーション）を採用した40杜
(22) Cox D. F.，“The Influence of Cognitive Needs and Styles in Informat10 
nHandling in Making Product Evaluation, Cox”D.ed.,Risk Taking and Informat 
10n Handling in Consumer Behavior,1967.pp.370-393. 
(23) Ozanne U. B. and G. A. Churchill，“Adoption Research:Information Sources m 
the Industrial Purchasing Decision，”AMA Proceedings( Fall 1968) ,pp.352-359. 
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の責任者との面接を通じて，次のような興味深い結果を得た。
a.購買頻度の低い製品の場合，試用段階を除き，採用モデルによく適合して
いた。試用段階が除かれたのは，高価な資本設備の場合，小規模なテストが
困難だからである。
b.採用段階を上記の 1' 2 ' 3に限定して情報源の及ぼす影響をみると，関
心段階で人的情報源（販売員活動），評価段階で非人的情報源（価格見積り，
機械用器具一式提供の申入れ）がそれぞれ重視された。
このような彼等の段階説の特徴は，製品カテゴリーから独立して購買過程を
とらえ，しかも組織内部の購買の視点を反映しようとしたRobinso n等
の説とは異なり，新製品の購買過程を組織外部のマーケテイングの視点から把
握しようとしたところにある。その意味で， Oz a n n e等はRobinso 
n等とは対称的な段階説を提示したことになる。
こうした2つの段階説の差異に着目しそれらを統合しようとしたのが， M0 
r i arty =Ga 1 p e rである。（24）彼等は，第4表に示されるような統合
的視点を「改訂採用過程モデル」と呼び，この統合で注目すべき点について次
のように論じている。第 1に 特定状況では問題認識と認知はいずれも購買過
程を開始させるため，それらは第1段階として表示される。この段階で問題認
識→認知あるいは認知→問題認識というケースが仮定されるが，いずれにせよ，
次の関心段階へ進むためには，どちらも必要であるからである。第2に，①の
探索段階と②の試用段階が共にこの統合的過程に含まれる。前者の包摂は，購
買者が供給先の探索で積極的な役割を果たす点を明示し 後者のそれは，産業
購買決定において採用以前の試用というリスク低減戦略が広く行なわれている
点を明らかにするためである。第3に，このモデルは，第4表に示されるよう
に，フィードバック・ループを含む（試用→問題認識，試用→探索，評価→問
題認識）。それらは，購買決定の結果に対する不満足の程度に基づいている。
(24) Moriarty and Galper, 1978,op.cit. ,pp.4-7 
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① 内部的視点
問題認識
↓ 
要求される明細の特徴
．数量の決定
↓ 
要求される明細の特徴
．数量の記述
↓ 
供給先の探索・提案
↓ 
提案の取得と分析
↓ 
提案の評価と供給先の
選定
↓ 
発注手続きの選択
性能のフィードバッ
クと評価
第4表購買決定過程
② 外部的視点 ③ 統合的視点
????、
製品種類の問題認識ー認知
↓ 
製品種類への関心
評価
I 試用
↓ 
採用
供給先の探索と制限
↓ 
供給先の評価
:r 選択された供給先の試用
↓ 
購買／供給先の採用
Moriarty= Galper.,op.cit.,p.6 
次に，このような特定側面に関する研究と並行して展開されたOB Bの包括
的モデルをとりあげ検討してみよう。この種のモデルの狙いは， OB Bに関わ
る概念と実証結果の統合を通じて， OB B現象を説明し予測するところにある
(25) 
包括的モデルとして最初に提示されたのは，前述されたWe b s t e rモデ
ルの改訂版にあたるWe b s te r =W i n dモデルである。（お）これは，第 1
図に示されるように，購買意決定過程の構成要素とその影響要因を明らかにし
( 25) Johnston W.J. and R.E.Spekman，“Industrial Buying Behavior: Where We 
Are and Where We Need to Go，” Research in Consumer Behavior,Vol.2,1987.p.95. 
(26) Webster and Wind, 1972. op. cit., pp. 28-37. 
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ょうとしたモデルである口そうした関係は，次の式で表わされている。
B=f (I, G, 0, E) 
すなわち購買行動（B）は，環境要因（E），組織要因（0），集団要因（G) 
および個人要因 (I）の関数としてとらえられる。また これらの影響要因は，
それぞれ課業変数と非課業変数を通じて購買行動に作用するため，上の式は次
のように表示される。
8 = f ( I T ' I NT, GT ' G NT, 0 T 司 ONT, ET' ENT) 
ここで Tは課業変数 NT は非課業変数をそれぞれ意味している。
各影響要因の説明に先立ち，組織購買過程の中心となる意思決定過程は次の
ようにとらえられている 0(27) 
1.要求の確認：先のWe b s t e rモデルでみたように この段階は製品の
購買で解決されるであろう問題あるいは要求の認識を内容としている。
2. 目的と仕様の設定：購買問題から購買目的が設定され それを達成するた
めの購買仕様書（サイズ，容量，原材料）が作成される。
3.購買代替案の確定：購買問題の性格に応じて，幾つかの職能別部門（購買，
販売，エンジニアリング）が代替案（製品，サービス あるいは供給先）の
確定に携わる。ここでは先行経験や情報源が代替案の外部探索を規定する。
4.代替案の評価：確定された代替案が，仕様から設定された基準に照らして
評価される。代替案は異なる特徴からなるため，幾つかの基準に相対的な重
要度をつけ，それらを比較する必要がある。購買決定に参加する成員達はこ
うした異なる基準を強調するため 評価過程でコンフリクトが発生する。
5.代替案の選択：この段階は，選ばれた代替案が採用される，評価過程の結
果とされている。
(27) Webster and Wind,ibid.,pp.29-33. 
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第 1図 We b s t e r =W i n dモデル
環境制約（課業及び非
課業）の範囲と性質
(E) 
t 
組織制約（課業及び非
課業）の範囲と性質
(0) 
成員聞の相互作用（課業及｜ 購買センター
び非課業）の量とタイプ
(G) 
成員個人の課業及び非
課業変数の性質
( I ) 
?????? ??
?
?? ??
?
購買センターの成員によって行なわれる意思決定｜ つ
I ' I (B) 
Webster and wind, 1972, op.cit.,p.30 
この購買過程の段階あるいは構成要素は，先の定式に示されるように，次の
4つの要因によって影響される口（初）
a.環境要因：購買センターを形成する意思決定者達と彼等の相互作用は，課
業変数（マーケテイング刺激，社会の個別的な技術的，政治的，経済的特徴）
と非課業変数（他組織，全般的な社会的，文化的要因）を含む環境の影響を
受ける。それらの変数は，基本的には，意思決定者の選好，選択および行為
に作用するとともに，制約として購買過程に影響する。
b.組織要因：組織要因は， 4つの要因の中で最も大きな影響を購買決定に及
ぼす。公式組織は購買過程に影響を与える多くの課業変数と非課業変数を備
えている。品質仕様，原材料の種類等のような購買に関する組織方針，生産
設備の容量，時間厳守の配送等の技術・製品要件は課業変数を構成し，不況
(28) Webster and Wind,ibid.,pp.33-37. 
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にある市場の売手からの購入，現地金業の優遇策等は非課業変数に含まれる。
また，公式組織を規定する目的，手続き，構造，および報酬・権限・地位・
コミュニケーション等のシステムもあらゆる決定段階で購買過程に影響を及
ぼす。
c.対人要因：組織は 購買決定に到達するため購買センターを備えている。
その内部の成員は決定者（購買決定の公式的権限と責任をもっ成員），影響
者（購買権限はないが制約を加え決定の結果に影響を与える成員），購買
者（売手の選択と購買決定の完結に公式権限をもっ成員） 使用者（購入さ
れた製品・サービスを使用するけれども，購買権限をもたない成員）および
門番（購買センターへの情報の流れを制御する成員）という役割のいずれか
を占有する。彼等のコミュニケーション・パターンと規範が決定状況に正負
いずれかの影響を及ぼす。ここでも成員間の相互作用の結果は課業変数（会
議等）と非課業変数（仕事外の会合等）によって規定される。
d.個人的要因：組織購買は 購買センター内部の成員聞の相互作用の結果で
はあるが，彼等の個人的要因も大きな役割を果す。成員の年令，収入，教育，
専門，パーソナリティ等の特徴はそれぞれその決定過程に影響し，代替案に
対する認識，態度，選好等は個人の決定に直接作用する。
このような 4つの要因は，意思決定の5段階との相互作用を通じて，ある製
品の購買あるいは非購買という購買反応をもたらす。
以上が， We b s t e r =Wi n dモデルの概要である。彼等のモデルは，
先に指摘したように， OB Bの体系的モデルの展開を目指した最初のモデルで
ある。それは意思決定段階について現実的な説明を与えるだけでなく，これま
で見過ごされてきた数多くの要因を明らかにしている。しかしながら，このモ
デルは， 4つの要因の相互作用を強調しながらも，それらの購買段階に及ぼす
影響について明白な説明を与えてはいない。
Webster=Win dモデルの概念上の問題を克服し， OB Bに新たな
次元を加えることによって 彼等のモデルを改良しようとしたのは， Sh e t 
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hモデルである。（却）このモデルは 次の3つの側面からとらえられる。（30)
a.組織意思決定に関わる成員の心理的要因：購買決定に影響を与える成員と
して購買部員，エンジニアおよび使用者がとりあげられ，彼等の主な心理状
態として期待に焦点が合わされている。期待とは，特定の購買決定で目的を
充足する供給者と銘柄の知覚された可能性をさす。この目的には，品質，配
送時間，供給量等が挙げられる。期待は，成員の背景（la），情報源（1 b)' 
積極的探索（le），知覚歪曲化(ld) 先行経験の満足(le）に依存する。例えば，
異なる教育→異なる価値観，営利情報源→偏向した銘柄評価等の因果関係が
示される。それらの要因は，測定の難易で差が認められる。（この側面は，
Webster=Win dモデルの個人的要因に近い。）
b.成員間の共同決定を促す条件：組織購買は 通常，共同決定で行なわれる
が，時折，その決定権限が特定の関係者に委譲されることがある。後者は自
律的決定と呼ばれる。いずれの決定が行なわれるかは，製品関連要因（2a)
（知覚リスク，購買タイプ，購買の緊急性）と企業関連要因（（2b) （企業の
職能志向性，企業規模，集権の程度）に依存する。例えば，ある購買で知覚
リスクが高いほど 共同決定が行なわれる可能性は高い。また企業が大規模
であれば，その購買は共同決定で行なわれる傾向がある。（この側面は， W
e b s t e r =W i n dモデルの環境要因と組織要因を併せたものに類似し
ている。）
c.成員聞のコンフリクトとその解決法：購買部員，エンジニアおよび使用者
にとって供給者と銘柄についての期待は異なるため，コンフリクトは共向決
定の当然の帰結である（3）。コンフリクトが期待の不一致による場合，それ
は問題解決で解消される。購買目的で一致しながらも 特定の評価基準の不
一致からコンフリクトが発生する場合，それは説得で解決される。しかし，
(29) Sheth J. N.，“A Model of Industrial Buyer Behavior，＇’ Journal of Marketing, 
37(0ctober 1973),PP.50-56. 
(30) Sheth,ibid.,1973,pp.52-55 
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第2図 S h e t hモデル
ライフスタイル
ダイレクトメー ル
プレス・リリー ス
雑誌広告
専門・技術会議
業界ニユース
Sheth, 1973,op.cit.,p.51. 
コンフリクトが購買目的の不一致により発生する場合は，取引過程で解消が
はかられる。さらに，購買目的と意思決定スタイルの両方の不一致からコン
フリクトが生れる場合，その解決は政治工作によって試みられる。なお，コ
ンフリクトの解決によってはじめて選択が行なわれるが，このような合理的
な方法が適用されない場合がある。それは景気後退，ストライキ，価格統制
等の異常な状況（4）である。
このようにSe t hモデルは，期待，知覚査曲化，状況要因のような，これ
までのOB B研究ではみられなかった新しい次元の導入を通じて， We b s t 
er =W i n dモデルよりも簡潔かつ正確に決定過程に影響する要因聞の相互
作用をとらえている。またこのモデルは， Howard=Shet hモデルの
拡張とみられることから，その構成要素，とりわけ期待の影響要因について操
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作化を試みている。ただし それらの具体的な測定方法は明示されてはいなし」
この意味で，このモデルも， We b s te r =W i n dモデルと同様に，操作
化の困難なモデルといえるであろう口
その後， OB Bモデルに数多くの次元を加え，その行動を測定するための量
的な手法を本格的に導入したのが， Ch o f f r a yニ Li 1 i e nである
。（31）彼等のモデルは，産業市場反応モデルと呼ばれ，前提と一般構造から構
成されている。前者では，組織の異質性から 2つの仮定が誘導される。組織の
異質性とは， (1）顧客の組織が，その組織要求の設定に使う要求明細次元で異
なるだけではなく，こうした次元に沿った特定要求条件（例えば，製品の寿命
は10年以上，保証期間は 1年以上等）で異なり，（2）その購買センターの構
成（そこに含まれる成員の数，責任および相互作用の仕方）でも異なり，さら
に（3）購買センタ－内部の成員も製品の評価基準の性質や情報源でも異なる，
という現象をさしている。この多様な異質性の認識から，購買センターの成員
をグループ化するための概念として「決定関与者カテゴリ－」が設定される。
それは，組織における責任が基本的には同類の成員からなる集団と定義される。
エンジニア，購買部員，工場管理者等がその例である。ここから次の 2つの仮
定が提示される。（ a ）顧客組織の内部において，その購買センターは購買過
(31) Coffray J.M. and G. Lilien，“Assessing Response to Industrial Marketing 
Strategy，” Journal of Marketing, 42(April 1978),pp.20-31.改訂されたモデルについ
ては次を参照。 Coffray J.M. and G. Lilien, Marketing for New Industrial Produ 
cts.1980.Choff ray= Lilienモデルと称する場合、そこにどの文献を含めるかによって 3つ
の観点がある。 1つは、上記の文献のみに基づく観点である。例えば、 JohnstonニSpekman
がこの観点に立っている。 Johnston and Spekman, 1987, op.cit.,pp.98-99. 2つ目は、
上記の2番目の文献のみに依拠する観点である。それは、例えば、 Shaikh=Hansotiaにみ
られる。 Shaikhand Honsotia,op.cit.,pp.250-255. 3つ目は、両方の文献からとらえる
観点である。 Ward=Websterがその例で、ある。 WardS. and F.E.Webster, ＇‘Organizat 
ional Buying Behavior，” Robertson T.S. and H.H.Kassarjian ed.,Handbook of 
Consumer Behavior,1991.pp.431-432.本稿で、は、発展後期の潮流を展望するという目的か
ら、 lつ目の観点に立ちこのモデルを検討している。
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程に携わる関与者カテゴリーによって特徴づけられる。（ b ）同じカテゴリー
に所属する決定関与者は，製品評価基準と情報源の同じ組合せを共有する。
このような前提を受けて，後者のモデルの一般構造が提示される。それは，
第3図に示されるように，統制可能変数，意思決定過程および外部的測度（ex
ternal measures ）からなっている。統制可能変数は 販売される製品・サー
ビスに与えられるマーケテイング支援とそのデザイン特徴を，また外部的測度
は，決定関与者のコミュニケーション・（消費）ニーズ，環境制約，組織の要
求条件，決定関与者の知覚と評価基準等をそれぞれ含む。このモデルの中心と
なる意思決定過程では，これらの影響を考慮した4つの下位モデルが展開され
ている。その概要は以下の通りである。
なお，ここでPはある決定関与者カテゴリ－iに関連した確率， p g は購買
センターに関連する確率， aは製品種類Aの中の考慮中の製品（aはAの一部）
をそれぞれ意味する。（32)
②．認識モデル：これは，成員 lが代替案として aを想起する確率をマーケテイ
ング活動に結びつけるモデルである。マーケテイング活動は広告（AD),
販売員活動（ p s）および技術サービス（TS）からなっている。この想起
確率は次式の測定から求められる。
P ; (a =Evoked) = f ; ( PS, T S, AD) 
このモデルは，先の仮定（ b ）を踏まえたものである。認識関数の形式は，
フィールド調査では製品・ブランドの再生法，製品管理者の判断等から求め
られる。
何人かの独立した決定関与者がこの過程に加わる場合 この集団がaを想
起する確率は次式によって与えられる。すなわち，その確率は少なくとも l
人の成員がaを想起する確率である。
P 9 ( a =Evoked) = 1 －πI 1 -P ; (a =Evoked) l 
(32) Coffray and Lilien,ibid.,p24 
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ここでPE は決定関与者カテゴリーのすべてに関連している。
⑥．受容モデル：これは，デザイン特徴を，購買センターが製品を受容可能と
みる確率に結びつけるモデルである。ここで（X1，…，Xn）を n個のデザイ
ン特徴とすると，この受容モデルは次のように表わされる。
P日（ a=Feasible I Evoked) = g (X，…，Xn ) 
このモデルが合接型である限り（制， gについて幾つかの関数形式が想定で
きる。それを特定するため2つのアプローチが提示されている。 1つは，フィー
ルド調査のサンプルで見出された要求次元（価値）から組織の特定要求条件
を引き出す方法であり，もう 1つは，ある製品を受容しうる組織をそのデザ
イン特徴に結びつけるため，シミュレーションとロジット回帰法を利用する
方法である。
第 3図 Choffray=Li I ie nモデル
統制可能変数 意思決定過程 外部的測度
aに対するマーケテイング支援
aのデザイン特徴
予想される製品
認識モデル
P (a=Evoked) 
受容モデル
P (a=Feasible/Evoked) 
個人評価モデル
個人選択確率
P (a : A I Feasible, Evoked) 
集団決定モデル
集団の選択確率
Po (a: A:) 
各決定関与者カテゴリー の
コミュニケーション消費
環境の制約と組織の
要求条件
決定関与者の知覚と
評価基準
ミクロセグメントの特徴：
関与する成員のカテゴリー
と，相互作用過程の仮定
Coffray and Lilien, 1978,op.cit.,p.23. 
(33）合接型（conjunctivetype）とは、第W節2.(2）で言及したように、予め各評価次元に最
低基準を設け、代替案がその最低基準以下の特徴をもっ場合に、それが拒否される選択ヒュー
リスティックを意味する。このモデルで、ある組織にとって製品が受容可能となるためには、
その製品がこのような最低基準以上にならなければならない。
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①．個人評価モデル：これは成員達が代替案の集合に対して選好を形成する方
法に関わるモデルである。ある決定関与者カテゴリーに所属する成員 iが集
合Aから製品 aを選択する確率は次のように表わされる。
Pi ( a =chosen ; A I Feasible司 Evoked)
この式における選好モデルは，関連する評価基準に沿った成員 iの製品評
価に結合される。ここでは各決定関与者カテゴリーに共通する n次元の「評
価空間Jが想定されている。そのアプローチとして，期待価値モデル，コン
ジョイント分析等があげられているが，現状では選好回帰法が最良とされる。
③．集団決定モデル：これは，成員の選択確率を集団の選択確率に写像するモ
デルであり，次のように表示される。
P 9 ( a is chosen ; A) = Z [ Pi ( a is chosen ; 
A I Feasible, Evoked), i = 1 , ... , r ] 
ここで iは決定関与者カテゴリーのすべてに関連する。 Zについては，決
定関与者カテゴリ一間の相互作用パターンをとらえるためのモデル群が提示
されている。加重確率モデル，比例モデル，合意モデル，受容性モデルがそ
れである（判。集団決定過程では，そのいずれかlつが採られるものと概念化
されている
最後に，こうした下位モデルを結合して，各市場セグメントの販売高を予
測するための枠組が提示されている。
このようにChoffray=Lilie nモデルは，概念的・操作的側面
(34) Coffray J.M. and G. L. Lilien，“Models of the Multiperson Choice Process 
with Application to the Adoption of Industrial Products，” M.I. T. Sloan School 
of Management,Working Paper No.861-76,June 1976.各モデルについて、加重確率モ
デルは集団決定で加重（weight）が特定成員のパワーに影響を及ぼすもの、比例モデルは
全成員が均等な加重を有するもの、合意モテ守ルは全成員が合意に達するまで決定過程が継続
するもの、受容性モデルは個別成員の選好に対し最小の混乱しか与えないものが受容される
もの、として特徴づけられている。 Wardand Webster,1991,op.cit. ,p.431. 
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でこれまでのモデルを大幅に改良しようとしたものである。概念面では， Wi 
nd=Cardoz oから市場細分化方法（お），前述されたW i n dモデルから
購買センタ一概念 さらに同じくWe b s t e r =W i n dモデルおよびSh 
e t hモデルから組織・相互作用概念等を取込み それらをこのモデルに統合
化している。操作面では，モデルを構成する要素とそれらの関係を測定するた
めの多様な測定方法が提示されている。要するに，このモデルは，幾つかの課
題を残しながらも（制， OB Bの諸側面を合理化し，この研究分野に新たな地平
を拓いたものと評されるであろう D
（未完）
( 35) Wind Y. and R. Cordoza，“Industrial Market Segmentation，” Industrial 
Marketing Management, Vol.3,1974,pp.153-166. 
(36）例えば、購買センタ一内部の成員間の選好の集合と、そこでの集団決定の形成方法につい
て単純化されすぎている、との問題が指摘されている。 Johnstonand Spekman,1987,op. 
cit.,p.99. 
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富大経済論集第41巻第3号 正誤表
頁 行 誤 正
22 上げられた。 下げられた。
142 24 OHQ（地域統括本部）11）置いている OHQ（地域統括本部） 11）を置いている
第3表
因子N 負の結果のの低下を 負の結果の低下を
の解釈
註（21)
204 上から apaper presented at the meetings a paper presented at the meetings 
3行自
註（22)
205 上から 1ぱormationHandling Information Handling 
1行自
254 3 モデル3 Y4=f(X3, X6) モデル3 Y4=f(Xa, Xs) 
254 5 浮動株比率（X6) 浮動株比率（Xs)
